
　　平成１２年３月期　中間決算短信　　　　　　　平成１１年１０月２９日

　　株式会社　ニ　　コ　　ン　　　　　　上場取引所（所属部）　東証・大証（市場第一部）　

  　コード番号　　　７７３１

　　本社所在地　　　東京都千代田区丸の内３丁目２番３号

　　問合せ先　　　　責任者役職名　　コーポレートセンター広報部ゼネラルマネジャー
　　　　　　　　　　氏　　　　名　　松　　岡　　憲　　夫　　　　ＴＥＬ（０３）３２１６－１０３２

　　中間決算取締役会開催日　　平成１１年１０月２９日　　　　　　中間配当制度の有無　　有
　　中間配当支払開始日　　　　平成１１年１２月　９日

　１．平成１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）本中間決算短信（添付資料を含む）中の百万円単位の
　（１）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　表示金額は、百万円未満を切捨てています。

                      　　　　   対前年中間期    　　　　  対前年中間期    　　　　  対前年中間期
                      　売上高                  営業利益                   経常利益
                                 増　減　率　              増　減　率　              増　減　率

                      　　　　　百万円　　　％   　　　　　百万円　　　％   　　　　　百万円     ％
    平成11年９月中間期   １３5,１６８（　　5.９）   　　1,６２８（      －）   　　2,０４９（　　－）
    平成10年９月中間期   １２7,６２５（△１3.１）   　△5,９８８（      －）   　△2,２０３（　　－）

    平成11年３月期　　   ２５2,４９５　　　　　　   △１0,４０４　　　　　　   　△9,６２２

                      　　　　　　　　　   対前年中間期    　　１株当たり
                      中間（当期）純利益                                       　　会計処理基準
                                           増　減　率　    中間（当期）純利益

                      　　　　　　　百万円　　　　　％　    　　　円　　　銭
    平成11年９月中間期   　　　　1,１７１　　（      －）　    　　３　　１７　　中間財務諸表作成基準
    平成10年９月中間期   　　　△1,３６６　　（      －）　    　△３　　６９　　中間財務諸表作成基準

    平成11年３月期　　   　　　△9,８７３　　　　　　　　　    △２６　　６９　　   　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　   平成11年９月中間期　３６9,９２7,５８４株
　　　（注）１．期中平均株式数   平成10年９月中間期　３６9,９２7,５８４株
                                  平成11年３月期　　　３６9,９２7,５８４株
　　　　　　２．会計処理の方法の変更　：　有
　　　　　　３．平成11年９月中間期及び平成11年３月期につきましては、税効果会計を適用しております。
　（２）配当状況

                      　１株当たり　　   　１株当たり
                      　中間配当金　　   　年間配当金

                      　　　円　　銭
    平成11年９月中間期   　２　５０　　   　　　　－
    平成10年９月中間期   　０　００　　   　　　　－

    平成11年３月期　　   　　　－　　　   　３円００銭

　（３）財政状態

                      　　総　資  産　　　   　　株主資本　　　   株主資本比率　 １株当たり株主資本

                      　　　　　　　百万円   　　　　　　百万円   　　　　　％　  　　　円　　　銭
    平成11年９月中間期   　　３８3,３５１　　   　１４7,０１３　　   　３8.３　　  　３９７　　４１
    平成10年９月中間期   　　３７1,１９１　　   　１４7,１０５　　   　３9.６　　  　３９７　　６６

    平成11年３月期　　   　　３７5,２３１　　   　１４6,９５２　　  　３9.２　　   　３９７　　２５

　　　　　　　　　　　　　　　　    平成11年９月中間期　３６9,９２7,５８４株
　　　（注）１．期末発行済株式数    平成10年９月中間期　３６9,９２7,５８４株
                                  　平成11年３月期　　　３６9,９２7,５８４株
　　　　　　　　（額面株式、１単位の株式数１,0００株）
　　　　　　２．中間期末の有価証券の評価損益　　　　　　　２0,５８７百万円
　　　　　　３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益　　　　1,７６３百万円

　２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

                                                                              １株当たり年間配当金
                      　売　上　高　　   　　経常利益　　   　当期純利益
                                                                            　期　末

                      　　　　　百万円   　　　　　百万円   　　　　　百万円  　円　銭  　　円　銭
      平成12年３月期　 ３０0,０００　   　　6,５００　   　　　4,５００　 　　２　50　  　５　00

　　　（参考）１株当たり予想当期純利益　　　１２円１６銭



　　　　　　　　　　　　経　　　　営　　　　方　　　　針

◆経営において重視している項目

　  当社は、株主、顧客を初めとする各利害関係者の信頼と共感を得て、企業としての安定性、成

　長性、収益性を高めることを重視しております。

　　そのために、（１）意思決定の迅速化と顧客志向に基づく「経営のスピードアップ」、（２）　

　コア・コンピタンスに立ち返った事業・製品の「選択と集中」、（３）国際標準に則った「グロ　

　ーバル経営」、（４）社内外のルールを遵守し、各利害関係者の期待に応える「公正と信頼」、

　を経営の基本方針としております。

◆利益配分に関する基本方針

　　当社は従来より、安定的な配当を基本としつつ、当該期の業績及び将来の見通しのほか、企業　

　体質の強化及び今後の事業展開に係る研究開発投資や設備投資なども勘案して、株主の皆様への

　利益還元に努めてまいります。

◆事業再編計画

　　眼鏡レンズ事業分野において、エシロールインターナショナル社（フランス）と合弁企業を設　

　立するとの基本的合意に達し、今期中できるだけ早い時期に営業を開始する予定です。この設立

　は、両社の強みをもって相互補完を実現するものです。

　　また、測量機事業は、本年１０月に担当部門と関連子会社との業務の統合による独立分社化を

　実施、事業の独立、拡大を進めてまいります。

◆経営管理組織の整備等

　　現状において半導体市況に左右されやすい企業体質からの脱却を第一に、本年１０月からカン　

　パニー制を導入し、子会社も含めた一貫責任体制と分権経営の強化により、各事業分野における　

　自律的経営を進めます。それぞれの事業分野では、収益性を向上・改善、顧客の要望に合った競　

　争力ある製品の迅速な開発とタイムリーな市場投入を図るとともに、事業の再編と新事業開発の

　促進、管理間接部門のスリム化と一方でのスタッフ機能の強化を進めてまいります。

　　また、カンパニー制導入と同時に、経営会議体のあり方を見直しました。商法の要請事項及び　

　高度かつ重要な経営案件を取締役会にて審議・決定することは従来通りですが、事業部門及びそ　

　の技術的支援部門を「執行部門」、新事業開発やニコングループ経営戦略の企画・立案、その他　

　の部門を「本社スタッフ部門」と明確に区分し、会社の業務執行に関する事項や各組織に委譲で　

　きない案件は、本社スタッフ部門担当の常務取締役以上の役付役員にて構成する「経営委員会」

　にて審議することといたしました。



　　　　　　　　　　　　経　　　　営　　　　成　　　　績

　１．当中間期の概況

　　　　当期上半期におけるわが国経済は、経済対策の効果により住宅投資が増加に転じ、個人消　

　　　費も緩やかながらも上向くなど、回復に向けた動きが一部に表れましたが、民間設備投資の

　　　大幅な減少基調が続き、厳しい状況にありました。

　　　　海外においては、米国経済は、堅調な個人消費と設備投資に支えられて拡大が続き、欧州　

　　　経済は、景気が底打ちし、回復傾向を示しました。また、アジア経済も、生産の回復と消費

　　　の底入れにより、総じて回復が見られました。

　　　　当社の事業分野に関しては、映像及び眼鏡部門は、円高の影響を受けるとともに、国内市　

　　　場において価格競争が激化しました。一方、機器部門では、半導体市況の好転を受け、半導

　　　体関連機器市場は期央から回復基調に転じました。

　　　　このような状況の下で、当社は、ニコングループ全体の収益体質の強化や、事業運営の効　

　　　率化、市場対応力の向上を目的とした経営構造改革に取り組みました。また、競争力のある　

　　　新製品の迅速な開発及び市場投入に傾注するとともに、全社を挙げてコストダウン、経費の　

　　　節減にも努めてまいりました。その結果、売上高は１,3５１億６８百万円、前年同期比７５　

　　　億４２百万円（５.9％）の増加となり、経常利益は２０億４９百万円、中間純利益は１１億

　　　７１百万円となりました。

　　　　なお、売上高のうち、国内は３3.７％、輸出は６6.３％となり、国内の売上比率が低下い

　　　たしました。

　２．通期の見通し

　　　　今後につきましては、欧州・アジア経済は回復傾向にありますが、米国経済の先行きに不　

　　　透明感が拭えず、わが国経済も、民間設備投資の調整局面が続いており、景気の早期回復は　

　　　期待できず、また、為替相場の動向も懸念されるなど、当社を取り巻く経営環境は依然とし

　　　て厳しい状況にあります。

　　　　このような状況下、通期の見通しにつきましては、円高基調などまだ予断を許さない状況　

　　　にありますが、固定費及び変動費の削減を初めとする収益体質強化のための各種施策の実施　

　　　に加え、半導体関連機器事業の市況が回復基調となるなど前年に比べ業績が改善する見込み

　　　であります。

　　　　以上により、平成１２年３月期の業績は、売上高３,0００億円、経常利益６５億円、当期

　　　純利益４５億円を予想しております。



　　　　　　　　「コンピュータ西暦２０００年問題」への対応状況等について

（１）取組方針

　  　　「コンピュータ西暦２０００年問題」は、社会に多大な影響を及ぼす危険性を含んでおり　

　　　ますので、当社はお客様への対応や事業活動そのものの継続性の観点から経営上の重要課題

　　　と位置付け、ニコングループを挙げて「西暦２０００年問題」への対応を図っております。

（２）取組体制と対応の進捗状況

　  　　取締役副社長を責任者とする「西暦２０００年問題対策委員会」を設置し、ニコングルー　

　　　プ全体として漏れなく、きめ細かい対応ができる体制を作り、対応の進捗状況については定

　　　期的に調査、確認しております。

　　１　当社商品

　　　　　当社主要商品については、販売済みの商品を含め、調査及び対策はほぼ完了し、一般消

　　　　　費財関連の商品につきましては、ほとんど影響がないことを確認しております。

　　２　業務系システム

　　　　　事務系、技術系ともに修正及び再構築を終えました。主要なシステムについては、模擬

　　　　　テストを実施し、問題がないことを確認しました。

　　３　通信機器、製造設備、工場設備等

　　　　　主要機器、設備に関しては、対応の確認を完了いたしました。また、日程管理をしてい　

　　　　　る機器や設備に関しては、模擬テストを実施し、問題がないことを確認しております。

　　４　納入業者

　　　　　５５０社に対し調査を行い「西暦２０００年問題」の対応進捗状況を把握いたしました。

　　　　　その中でも、当社にとって重要な納入業者（約１００社）を定め、さらに詳細な調査を

　　　　　実施し、ほぼ問題のないことを確認しました。

（３）対応のための支出金額等

　  　　１９９６年以来、各種情報システムの再構築や改善の機を捉え、併せて「西暦２０００年　

　　　問題」に対応してまいりましたため、明確な区分はできませんが、「西暦２０００年問題」　

　　　対策を主目的とした費用は約１５０百万円になります。これらの費用が今後の当社業績に重

　　　大な影響をもたらすことはないと考えております。

（４）危機管理計画等

　  　　不測の事態の発生に備え、原状回復のためのバックアップ作業、トラブル発生時の指揮系　

　　　統や連絡網の作成、関連先との緊急時の対応措置等を中心とした、危機管理計画の策定を完

　　　了いたしましたが、さらに具体的な行動レベルへと展開しております。



　　　　　　　　　　　　　　　　　比　較　貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

  　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　　　　　産  　　　　の　　　　　　部

  　　　　　　年　　度　  　　　当中間期　　　　  　　　前　　　期　　　                  　　　前中間期
                          (平成11年９月30日現在）（平成11年３月31日現在）  　増　　減　  （平成10年９月30日現在）

  　科　　目　　　　　　  　金　　　額　  構成比  　金　　　額　  構成比  　（△は減少）  　金　　　額　  構成比

                                          　　％                  　　％                                  　　％
  流　動  資  産　　　　  ２４7,３８６　   64.5   ２３5,３６０　   62.7   　１2,０２６　  ２３8,９１９　   64.4

  　　現金預金　　　　　  　１1,９９１　          　１0,１３０　          　　1,８６１　  　　7,０７１
  　　受取手形　　　　　  　　2,８５７　          　　3,６０１　          　　△７４４　  　　3,８１２
  　　売掛金　　　　　　  　７3,５７２　          　７0,３４６　          　　3,２２６　  　７0,９２６
  　　有価証券　　　　　  　１4,０５９　          　１9,３７９　          　△5,３１９　  　１9,６１０
  　　自己株式　　　　　  　  　　１１　          　  　　　３　          　　　　　７　  　　　　　３
  　　製　品　　　　　　  　３6,９１７　          　３4,９６４　          　　1,９５２　  　３7,０２４
  　　半製品　　　　　　  　　　１６６　          　　　３１３　          　　△１４６　  　　　４１８
  　　原材料　　　　　　  　　　　７３　          　　　　６８　          　　　　　４　  　　　　７７
  　　貯蔵品　　　　　　  　　3,０４７　          　　3,２６５　          　　△２１８　  　　3,０５６
  　　仕掛品　　  　　　  　７5,０７３　          　６3,６１７　          　１1,４５５　  　７2,７７４
  　　繰延税金資産　　　  　１1,４８０　          　１0,８３９　          　　　６４１　  　　　　　－
  　　短期貸付金　　　　  　１9,２９０　          　１8,２７６　          　　1,０１４　  　１6,３７８
  　　未収入金　　　　　  　  5,９０１　          　  7,２７５　          　△1,３７３　  　　7,４１１
  　　その他流動資産　　  　  1,３１６　          　  1,０８０　          　　　２３６　  　　1,３６６
  　　貸倒引当金　　　　  　△8,３７３　          　△7,８０２　          　　△５７１　  　△1,０１４

  固  定　資  産　　　　  １３5,９６４　   35.5   １３9,８７１　   37.3   　△3,９０６　  １３2,２７２　   35.6

  　有形固定資産　　　　  　６1,５８０　   16.1   　６4,４２５　   17.2   　△2,８４５　  　６4,７６９　   17.4
  　　建　物　　　　　　  　２1,０１９　          　２1,４５９　          　　△４３９　  　１8,９９３
  　　構築物　　　　　　  　　1,２６４　          　　1,３３９　          　　　△７５　  　　1,２７２
  　　機械装置　　　　　  　１9,６８６　          　２1,３７６　          　△1,６８９　  　２1,１８４
  　　車輛運搬具　　　　  　　　　５７　          　　　　６５　          　　　　△７　  　　　　７８
  　　工具器具備品　　　  　　6,８８０　          　　7,５４１　          　　△６６１　  　　7,２５８
  　　土　地　　　　　　  　　8,９２５　          　　8,９２５　          　　　　　－　  　　8,９８６
  　　建設仮勘定　　　　  　　3,７４６　          　　3,７１６　          　　　　２９　  　　6,９９５

  　無形固定資産　　　　  　　7,１９９　  　1.9   　　　９５９　  　0.3   　　6,２３９　  　　1,０６０　  　0.3
  　　借地権　　　　　　  　　　　９８　          　　　　９８　          　　　　　－　  　　　　９８
  　　工業所有権　　　　  　　　５８２　          　　　６８０　          　　　△９７　  　　　７８０
  　　施設利用権　　　　  　　　１７５　          　　　１８０　          　　　　△５　  　　　１８１
  　　ソフトウェア　　　  　　6,３４２　          　　　　　－　          　　6,３４２　  　　　　　－

  　投　資　等　　　　　  　６7,１８４　   17.5   　７4,４８５　   19.8   　△7,３０１　  　６6,４４２　   17.9
  　　投資有価証券　　　  　３7,１８３　          　３6,７１２　          　　　４７１　  　３2,７４４
  　　子会社株式　　　　  　１9,２０９　          　１8,７２１　          　　　４８７　  　１9,２４６
  　　子会社出資金　　　  　　1,２０７　          　　1,０８２　          　　　１２４　  　　1,０８２
  　　長期貸付金　　　　  　　1,４３６　          　　1,００４　          　　　４３２　  　　1,１７７
  　　敷金等　　　　　　  　　2,４７４　          　　2,９８０　          　　△５０５　  　  3,２２４
  　　長期前払費用　　　  　　　５３５　          　　7,７６８　          　△7,２３２　  　　7,６６２
  　　長期繰延税金資産　  　　3,８６６　          　　4,９４３　          　△1,０７７　  　　　　　－
  　　その他の投資　　　  　　1,２７１　          　　1,２７３　          　　　　△１　  　　1,３０３

  　　　合    　  計　　  ３８3,３５１　  100.0   ３７5,２３１　  100.0   　　8,１１９　  ３７1,１９１　  100.0



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

  　　　　　　　　　　　　　　　　負　　債　　及　　び　　資　　本　　の　　部

  　　　　　　年　　度　  　　　当中間期　　　　  　　　前　　　期　　　                  　　　前中間期
                          (平成11年９月30日現在）(平成11年３月31日現在）  　増　　　減　  (平成10年９月30日現在）

  　科　　目　　　　　　  　金　　　額　  構成比  　金　　　額　  構成比  　（△は減少）  　金　　　額　  構成比

                                          　　％                  　　％                                  　　％
  　　〔負債の部〕　　　  ２３6,３３７　   61.7   ２２8,２７９　   60.8   　  8,０５８　  ２２4,０８５　   60.4

  流  動  負　債　　　　  １３8,１５１　   36.1   １３9,５２２　   37.2   　△1,３７０　  １２9,４８５　   34.9

  　　支払手形　　　　　  　　2,７４３　          　　7,２６１　          　△4,５１８　  　１0,７３２
  　　買掛金　　　　　　  　５6,４４７　          　３5,９９３　          　２0,４５３　  　３8,７２７
  　　短期借入金　　　　  　３7,５７２　          　３5,８７２　          　　1,７００　  　２2,０３０
  　　コマーシャルペーパー　　１4,０００　          　３2,０００　          △１8,０００　  　２9,０００
  　　一年内償還社債　　  　１0,０００　          　１0,０００　          　　　　　－　  　１0,０００
  　　未払金　　　　　　  　　1,８０７　          　　1,９２４　          　　△１１７　  　　1,５９３
  　　未払事業税等　　　  　　　　　－　          　　　　　－　          　　　　　－　  　　　　８２
  　　未払法人税等　　　  　　　　２０　          　　　　２１　          　　　　△０　  　　　　２１
  　　未払費用　　　　　  　１2,４６１　          　１2,９１４　          　　△４５３　  　１3,９４７
  　　前受金　　　　　　  　　　８２６　          　　　９２５　          　　　△９８　  　　　５１３
  　　預り金　　　　　　  　　　８６４　          　　1,２８３　          　　△４１９　  　　1,４３８
  　　製品保証引当金　　  　　1,４０７　          　　1,３２４　          　　　　８３　  　　1,３９９

  固  定　負  債　　　　  　９8,１８５　   25.6   　８8,７５７　   23.6   　　9,４２８　  　９4,６００　   25.5

  　　社　債  　　　　　  　９0,０００　          　８0,０００　          　１0,０００　  　９0,０００
  　　長期借入金　　　　  　　8,１８５　          　　8,７５７　          　　△５７１　  　　4,６００

  　　〔資本の部〕　　　  １４7,０１３　   38.3   １４6,９５２　   39.2   　　　　６１　  １４7,１０５　   39.6

  資　本　金　　　　　　  　３6,６６０　  　9.5   　３6,６６０　  　9.8   　　　　　－　  　３6,６６０　  　9.9

  法定準備金　　　　　　  　５6,９８５　   14.9   　５6,８７４　   15.2   　　　１１１　  　５6,８７４　   15.3
  　　資本準備金　　　　  　５1,９０９　          　５1,９０９　          　　　　　－　  　５1,９０９
  　　利益準備金　　　　  　　5,０７５　          　　4,９６４　          　　　１１１　  　　4,９６４

  剰　余　金　　　　　　  　５3,３６６　   13.9   　５3,４１６　   14.2   　　　△４９　  　５3,５７０　   14.4
  　　研究積立金　　　　  　　2,０５６　          　　2,０５６　          　　　　　－　  　　2,０５６
  　　退職慰労積立金　　  　　　６６９　          　　　６６９　          　　　　　－　  　　　６６９
  　　海外投資等　　　　  　　　　　２　          　　　　　２　          　　　　△０　  　　　　　５
  　　　　損失準備金
  　　特別償却準備金　　  　　　　２３　          　　　　２７　          　　　　△３　  　　　　４７
  　　買換資産圧縮積立金  　　2,８６３　          　　1,９６７　          　　　８９５　  　　3,３９２
  　　別途積立金　　　　  　４5,２１１　          　４5,２１１　          　　　　　－　  　４5,２１１
  　　中間（当期）未処分利益　 　2,５４１　          　　3,４８２　          　　△９４０　  　　2,１８８
    （うち中間（当期）純利益  （  1,１７１）          （△9,８７３）          （１1,０４４）  （△1,３６６）
  　　又は純損失（△））
  　　　　　　　
  　　　合　  　  計　　  ３８3,３５１　  100.0   ３７5,２３１　  100.0   　　8,１１９　  ３７1,１９１　  100.0

  　　有形固定資産の  
  　　　　　　　　　　　  　　１１9,２０２　　　  　　１１6,９５１　　　  　　2,２５０　  　　１１2,６８４
  　　減価償却累計額

  　　保　証　債　務　　  　　　３4,８１２　　　  　　　３5,４８６　　　  　　△６７３　  　　　３4,１６１

  　　輸出手形割引高　　  　　  ２8,８１６　　　  　　　２3,４５９　　　  　　5,３５６　  　　　２9,１９７

  　　自己株式の数　　　  　　　　5,９７４株　　  　　　　2,４０７株　　  　　3,５６７株  　　　　3,３２０株



　　　　　　　　　　　　　　　　　　比　較　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                                    　　当中間期　　　   　　前中間期　　　                 　　　前　　期
                                     自　平成11年４月１日      自 平成10年４月１日     　増　　減　   自　平成10年４月１日
  　　　　科　　　　　　目　　　　   至　平成11年９月30日     至 平成10年９月30日                    至　平成11年３月31日
                                                                               （△は減少）
                                    金　　額　  百分比  　金　　額　  百分比                　金　　額　  百分比

          営　業　収　益　　　　　               　　％                　　％                             　　％

      営  　売　　上　　高　　　　 １３5,１６８  100.0   １２7,６２５  100.0   　　7,５４２  ２５2,４９５  100.0
      業
      損  営　業　費　用
  経  益
      の  　売　上　原　価　　　　 １０3,５４７   76.6   １０0,５７１   78.8   　　2,９７５  １９9,９０８   79.2
  常  部  　販売費及び一般管理費　 　２9,９９２   22.2   　３3,０４３   25.9   　△3,０５０  　６2,９９１   24.9

  損      　営業利益又は損失（△） 　  1,６２８    1.2   　△5,９８８  △4.7   　　7,６１７  △１0,４０４  △4.1

  益      営　業　外　収　益
      営
  の  業  　受取利息・配当金　　　 　　1,２０２  　0.9   　　4,０７３  　3.2   　△2,８７１  　　4,４４６    1.8
      外  　雑　　益　　金　　　　 　　3,７０７  　2.7   　　2,９３４  　2.3   　　　７７２  　　5,７１１  　2.3
  部  損
      益  営　業　外　費　用
      の
      部  　支払利息・割引料　　　 　　1,９４０  　1.4   　　2,００１  　1.6   　　　△６１  　　3,９３２  　1.6
          　雑　　損　　金　　　　   　2,５４８    1.9   　　1,２２１  　1.0   　　1,３２７  　　5,４４４  　2.2

      　　　経常利益又は損失（△）  　2,０４９    1.5   　△2,２０３  △1.7   　　4,２５２  　△9,６２２  △3.8

      　特　　別　　利　　益

  特  　　固定資産売却益　　　　　 　　　　５  　0.0   　　　　１０  　0.0   　　　　△４  　　2,２６０  　0.9
      　　投資有価証券売却益　　　  　　　－  　　－  　　   　８３  　0.1   　　　△８３  　　　２９２  　0.1
  別  　　貸倒引当金戻入益　　　　  　　　－  　　－  　　 　９８３  　0.8   　　△９８３  　　1,１８０  　0.5

  損  　特　　別　　損　　失

  益  　　固定資産除却損　　　　　 　　２２５  　0.2   　　　２１６  　0.2   　　　　　９  　　　８５４  　0.3
      　　固定資産売却損　　　　　   　１３５  　0.1   　　　　　１  　0.0   　　　１３３  　　　　　４  　0.0
  の  　　投資有価証券売却損　　　 　　　　－  　　－  　　　　　－  　　－  　　　　　－  　　　２３３  　0.1
      　　従業員早期退職加算金　　 　　　　－  　　－  　　　　　－  　　－  　　　　　－  　　2,２７６  　0.9
  部  　　子会社等貸付金　　　　　 　　　　－  　　－  　　　　　－  　　－  　　　　　－  　　7,１５５  　2.8
      　　　　貸倒引当金繰入額
      　　子会社等株式評価損　　　  　　　－  　　－  　　　　　－  　　－  　　　　　－  　　　 ５８１  　0.2

  　　税引前中間（当期）純利益　　 　1,６９４    1.3   　△1,３４５   △1.1   　　3,０３９  △１6,９９４  △6.7
  　　　　　　　　又は純損失（△）
  　　法人税及び住民税　　　　　　  　　　－  　　－  　　 　　２１  　0.0   　　　△２１  　　　　　－  　　－
  　　法人税、住民税及び事業税　　    　　８７  　0.1   　　　　　－  　　－  　　　　８７  　　　３０７  　0.1
  　　法人税等調整額　　　　　　　  　　４３６    0.3   　　　　　－  　　－  　　　４３６  　△7,４２８  △2.9

  中間（当期）純利益又は純損失（△）　　1,１７１   0.9   　△1,３６６  △1.1   　　2,５３７  　△9,８７３  △3.9

  　　前期繰越利益　　　　　　　　  　1,３７０          　　3,５５５                         　3,５５５
  　　過年度税効果調整額　　　　　 　　　　－          　　　　　－                        　　8,３５４
  　　税効果会計適用に伴う　　　　   　　　－          　　　　　－                        　　1,４４７
  　　　　　　　積立金等取崩高
  　　中間（当期）未処分利益　　　  　2,５４１          　　2,１８８                        　　3,４８２



　　　　　　中間財務諸表作成の基本となる事項

１．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続との相違点

（１）法人税及び住民税並びに事業税

　　　　当該中間会計期間を一事業年度とみなして中間申告を行うこととした場合の税額を計上

　　　　しております。

（２）減価償却費の計上

　　　　当該中間会計期間末日現在の固定資産に対する年間償却見積額の月割按分額を計上して

　　　　おります。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　仕　　掛　　品　              個別法による原価法

　　　　　　その他の棚卸資産              総平均法による原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法

　　　原則として、法人税法に規定する方法と同一の基準により実施し、建物（建物附属設備を

　　　除く）は定額法、建物以外については定率法を適用しております。

　　　なお、技術革新が著しく、早期の経済的陳腐化が見込まれる一部の有形固定資産について、

　　　会社所定の見積耐用年数により、定率法を適用しております。

　（会計方針の変更）

　　　従来、建物の減価償却方法については、定率法を採用しておりましたが、当中間会計期間

　　　から建物附属設備を除く建物について定額法に変更しております。

　　　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は１７０百万円減少し、

　　　経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ８９百万円増加しております。

４．リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

　　税効果会計の適用

　　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」等の一部改正（平成１０年１２月

　　　２１日公布）により、前期末から税効果会計を適用しております。

　　　この結果、税効果会計を適用しない場合と比較して、中間純利益が４３６百万円減少して

　　　おります。

（表示方法の変更）

　　ソフトウェア

　　　従来、ソフトウェアは「投資等」の「長期前払費用」に含めて表示しておりましたが、当

　　　中間会計期間より、「無形固定資産」の「ソフトウェア」として表示しております。



＜リース取引関係＞

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　「備品等」　　　　　　　　          当中間期　　　　　　　前　　期　　　　　　　前中間期

　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年９月30日現在）（平成11年３月31日現在）（平成10年９月30日現在）

　１　取得価額相当額　　　　　　  １0,６６９百万円　　　１1,０７２百万円　　　１2,１８８百万円

　　　減価償却累計額相当額　　　    4,９７９百万円　　　　4,７３１百万円　　　　5,２８８百万円

　　　中間期末（期末）残高相当額    5,６９０百万円　　　　6,３４１百万円　　　　6,９００百万円

　２　未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

　　　　　　　　　　　１年内　　　　2,１０８百万円　　　　2,１８１百万円　　　　2,３２８百万円

　　　　　　　　　　　１年超　　　　3,５８２百万円　　　　4,１５９百万円　　　　4,５７１百万円

　　　　　　　　　　（合　計）　　（5,６９０百万円）　　（6,３４１百万円）　　（6,９００百万円）

　３　支払リース料　　　　　　　　　1,１１９百万円　　　　2,８２２百万円　　　　1,２７７百万円

　　　　（減価償却費相当額）

　（注）・　上記の取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、支払利子込み法

　　　　　　によって算定しております。

　　　　・　減価償却費相当額の計算は定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料　　　　　        当中間期　　　　　　　前　　期　　　　　　　前中間期

　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年９月30日現在）（平成11年３月31日現在）（平成10年９月30日現在）

　　　　　　　　　　　１年内　　　　　５２５百万円　　　　　５２５百万円　　　　　　　－百万円

　　　　　　　　　　　１年超　　　　　６１２百万円　　　　　８７５百万円　　　　　　　－百万円

　　　　　　　　　　（合　計）　　（1,１３７百万円）　　（1,４００百万円）　　　　　（－百万円）



　　　　　　　　　　　　品　　目　　別　　売　　上　　高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位：百万円）

                            　　当中間期　　  　　前中間期　　                　　前　　期

    部　門  　品　　　目　  自 平成11年４月１日 自 平成10年４月１日  前年同期比   自 平成10年４月１日
                            至 平成11年９月30日 至 平成10年９月30日               至 平成11年３月31日

    映　像  　カ　メ　ラ　  　　５0,９８９　  　　４7,９５８　  　１０6.３％  　　　９1,９３１

                            　（　37.7％）　  　（　37.6％）                  　  （ 36.4 ％）

    眼　鏡  　眼鏡製品　　  　　　8,３９９　  　　　8,８４２　  　　９5.０％  　　　１6,６０４

                            　（　 6.2％）    　（　 6.9％）                  　  （　6.6 ％）

            半導体関連機器  　　６0,３７４　  　　５4,８９８　  　１１0.０％  　　１０9,３８７

                            　（　44.7％）    　（　43.0％）                  　　（ 43.3 ％）

            顕微鏡・測定機  　　　9,７４７　  　　１0,７２５　  　　９0.９％  　　　２1,３４８

                            　（　 7.2％）    　（　 8.4％）                  　　（　8.5 ％）
    機　器

            　測量機他　　  　　　5,６５６　  　　　5,２００　  　１０8.８％  　　　１3,２２４

                            　（　 4.2％）    　（　 4.1％）                  　　（　5.2 ％）

            　小　　計　　  　　７5,７７８　  　　７0,８２４　  　１０7.０％  　　１４3,９６０

                            　（　56.1％）    　（　55.5％）                  　　（ 57.0 ％）

    　　　　　計　　　　  　１３5,１６８　  　１２7,６２５　  　１０5.９％  　　２５2,４９５

                            　（ 100.0％）    　（ 100.0％）                  　　（100.0 ％）

    　　国　　　　　内　　  　　４5,５２３　  　　４8,３３４　  　　９4.２％  　　　９8,２６１

                            　（　33.7％）    　（　37.9％）                  　　（ 38.9 ％）

    　　輸　　　　　出　　  　　８9,６４４　  　　７9,２９１　  　１１3.１％  　　１５4,２３４

                            　（　66.3％）    　（　62.1％）                  　  （ 61.1 ％）



　　　　　　　　　　　　　　　有　価　証　券　の　時　価　等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                  当中間期（平成11年９月30日現在）前中間期（平成10年９月30日現在） 前期（平成11年３月31日現在）

    　種　　類　  　貸　借                      　貸　借                      　貸　借
                  　対照表  　時　価  評価損益  　対照表  　時　価  評価損益  　対照表  　時　価  評価損益
                  　計上額            （△は損）   計上額            （△は損）   計上額            （△は損）

    (1)流動資産に
    　属するもの

    　　株　　式  　13,394  　20,366  　 6,971   16,396    16,318   　△ 77   　13,666  　21,390  　 7,724

    　　債　　券  　　－　  　　－　  　　－　  　　 50   　　 51   　　　1   　　－　  　　－　  　　－

    　　その他　  　　 576  　　 526    　△50  　　576   　　369     △206   　　 576  　　 447  　△ 128

    　　小　計　  　13,971  　20,892     6,921   17,022    16,739     △282   　14,243  　21,838  　 7,595

    (2)固定資産に
    　属するもの

    　　株　　式  　32,420  　46,086  　13,666   31,093    31,076   　△ 17   　32,112  　43,231  　11,119

    　　債　　券  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－

    　　その他　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－　  　　－

    　　小　計　  　32,420  　46,086  　13,666   31,093    31,076   　△ 17   　32,112  　43,231  　11,119

    　合　　計　  　46,391  　66,979  　20,587   48,116    47,816     △299   　46,355  　65,070  　18,714

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　（１）　上場有価証券　　　　　　主に東京証券取引所の最終価格によっております。

　　　　（２）　店頭売買有価証券　　　　日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

　　　　（３）　非上場の証券投資信託　　基準価格によっております。
　　　　　　　　の受益証券

　　　　（４）　非上場債券の時価又は時価相当額については、日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄
　　　　　　　　の利回り、残存償還期間等に基づいて算定した価格によっております。

　　２．株式には、自己株式を含んで表示しております。
　　　　なお、評価損益は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期　　　　　前中間期　　　　　前　　期

　　　　　　　　　　　　　　　　（流動資産）　　　　　　　　０百万円　　　　　０百万円　　　　△０百万円

　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期　　　　　前中間期　　　　　前　　期

　　　（流動資産）・　残存償還期間１年以内の　　　　　　１００百万円　　　　９０百万円　　　１４０百万円
　　　　　　　　　　　非上場内国債券

　　　　　　　　　・　買現先の譲渡性預金証書　　　　　　　　－百万円　　2,５０１百万円　　5,０００百万円

　　　（固定資産）・　店頭売買株式を除く非上場株式　２3,９２２百万円　２0,８４７百万円　２3,２７２百万円

　　　　　　　　　・　貸付信託受益証券　　　　　　　　　　５０百万円　　　　５０百万円　　　　５０百万円



　　　　　　　　　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　　通貨関連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              （単位：百万円）

                          当中間期 (平成11年９月30日現在) 前中間期 (平成10年９月30日現在)  前期（平成11年３月31日現在）
  区
      　　　種　　類　　   　契約額等　　               　契約額等　　               　契約額等
  分                                      時　価  評価                  時　価  評価                  時　価  評価
                                  うち1年超         損益          うち1年超          損益         うち1年超          損益

      為替予約取引

  市  　売　建　米ドル　   2,935  　－　   2,946  △11  　 128  　－　  　 117  　10   2,590  　－     2,695  △105
  場
  取  　売　建　ユーロ　   6,576  　－　   6,573     3    －　  　－　  　  －  　－    －　  　－　    －　  　－
  引
  以
  外  通貨オプション取引
  の
  取  買建プット　米ドル     590  　－　                　－　  　－　                　－　  　－
  引                      （12）  （－）  　　61  　48   (－）   (－)   　　－  　－  （－）   (－)   　－　  　－

      売建コール　米ドル     606  　－　                　－　  　－　                　－　  　－
                          （12）  （－）  　　 0  　12   (－）   (－)   　　－  　－   (－）   (－)   　－　  　－

　（注）１．時価の算定方法

　　　　　（１）　為替予約取引

　　　　　　　　　　為替相場については、先物相場を使用しております。

　　　　　（２）　通貨オプション取引

　　　　　　　　　　時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している

　　　　　　外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象

　　　　　　から除いております。

　　　　３．通貨オプション取引については、契約額の下にオプション料を（　）書きで記載しております。

　　金利関連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                      当中間期（平成11年９月30日現在）   前中間期（平成10年９月30日現在）   前期（平成11年３月31日現在）
  　区
        　種　　類　  　契約額等　　                  　契約額等　　                   　契約額等
  　分                                時　価  評価　                    時　価  評価　                  時　価  評価
                             うち1年超          損益　           うち1年超           損益　         うち1年超          損益

  市　　金利スワップ取引
  場以
  取外 （受取固定・支払変動）  50,000  30,000   3,163   3,163  　60,000  50,000   4,476   4,476  50,000  30,000   2,919   2,919
  引の
  　取 （支払固定・受取変動）  40,000  20,000  △1,452  △1,452  　40,000  40,000  △2,024  △2,024  40,000  20,000  △1,227  △1,227
  　引

  　　合　　　計　　  90,000  50,000   1,711   1,711   100,000  90,000   2,451   2,451  90,000  50,000   1,692   1,692

　（注）１．スワップ取引に係る契約額等の欄の金額は想定元本であり、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場

　　　　　　リスク量又は信用リスク量を示すものではありません。

　　　　２．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。




